
安全管理規程

鉄道事業法の改正を受け、安全管理規程を2006年
10月に制定しました。安全管理規程には、経営トップ
の安全確保に関する責務や、安全統括管理者（鉄道事

業本部長またはこれに準ずる職にある者）、運転管理
者（運輸車両部長および新幹線運輸車両部長、または
これに準ずる職にある者）、乗務員指導管理者（乗務員
関係区所長）の選任といった組織に関する事柄など、
安全管理に関する事柄を定めています。

［ 輸送の安全確保に関する業務体制の概略図 ］
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安全統括管理者、運転管理者、乗務員指導管理
者は、鉄道事業法および鉄道事業法施行規則に
より定められた用語です。

①鉄道事業本部長

本社

支社など

現業機関など

統括機関※

※安全統括管理者は、輸送の安全
確保に係る業務について総合的
有機的推進を図る。

①安全統括管理者
鉄道事業本部長またはこれに準ずる職に	
ある者から選任

②運転管理者
運輸車両部長および新幹線運輸車両部長	
またはこれらに準ずる職にある者から選任

③乗務員指導管理者
乗務員関係区所長を選任

※新幹線については、新幹線に関わる業務を一元的、専門的に統括する新たな部門として、2019年4月に「新幹線統括本部」を設立しました。

JR東日本の安全管理体制
当社が発足した1987年に、安全対策を推進する
体制として、鉄道事業本部長を委員長とする「鉄道
安全推進委員会」を本社に設置しました。重大な事
故の原因究明や再発防止策の策定、安全に関する
設備および車両に関する施策の決定・推進などによ
り、鉄道の安全性向上と事故防止を図ることを目的

としています。
また、新幹線統括本部と各支社、各工事事務所に
は、それぞれ新幹線統括本部長と各支社長、各工事
事務所長を委員長とする「地域安全推進委員会」を
設置し、支社等の事故原因究明や事故防止対策、安
全活動の推進などを行っているほか、鉄道安全推進
委員会と連携して具体的な対策を実施しています。
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各 現 業 機 関

本社内各部

鉄道安全推進委員会
（本社に設置）

地域安全推進委員会
（新幹線統括本部、各支社、各工事事務所に設置）

運営 運営

安全企画室支社内等各部

委員長  ： 鉄道事業本部長
委　員  ： 鉄道事業本部副本部長、技術イノベーション推進本部部長、　

安全企画部長、サービス品質改革部長、営業部長、
 運輸車両部長、設備部長、電気ネットワーク部長、
 建設工事部長、人財戦略部長、
 JR東日本研究開発センター所長、新幹線統括本部長
審議内容
①重大な事故の原因の探究およびその対策に関すること
②事故のすう勢の把握およびその防止対策の方針に関すること
③関係社員の指導および考査に関すること
④安全に係る設備および車両に関すること
⑤踏切道における事故の防止対策に関すること
⑥再発防止策および未然防止策の進捗に関すること
⑦その他、事故の防止に関し必要なこと

委員長 ： 新幹線統括本部長、各支社長、各工事事務所長
委　員 ： 各部長、現場長など

活動内容
①運転事故および傷害事故の防止に関し、鉄道安全推進委員会の決定した方針に

基づいて具体的な安全対策の策定および推進に関すること
②支社等で発生した事故の原因究明および対策に関すること
③支社等で発生した事故のすう勢等の把握および安全対策の実践成果の把握に

関すること
④支社等における社員の自発的な安全活動の推進に関すること
⑤その他、支社等における事故防止に関し必要なこと

安全企画部

鉄道運転事故
 ・列車事故（衝突・脱線・火災）
  ・踏切障害事故
   ・鉄道人身障害事故（自殺以外）
    ・ 鉄道物損事故

注意を要する事象
 ・お客さま、社員の死傷に
     結びつくおそれの潜む事象

報告を要する事象
 ・取扱を誤った事象

マイ・ヒャット
 ・取扱誤りに
     至らなかった経験など

徹底的に
分析・対策

再発防止

積極的な
掘り起こし

　鉄道運転事故等の再発防止・未然防止には、事
故・事象の正しい把握、原因の分析、対策の実施が
必須です。これらを実現するため、当社では以下の
ことを目的に、事故等の報告と分類に関するルール
を定めています。
①お客さまや社員の死傷につながるリスクの高い
「事故の“芽”」の徹底的な分析と対策の実施
②事象として発生はしなかった「埋もれている事故の
“芽”」の積極的な掘り起こし

　現場・支社・本社が、それぞれの役割を果たして事
故等の正しい把握と分析、再発防止・未然防止の深

度化を図っています。さらに、「マイ・ヒャット」を積極
的に掘り起こしてリスクを洗い出し、事故等を未然
防止するための対策を講じることで、さらなる安全
性の向上をめざしています。

安全推進委員会

事故・事象の報告ルール
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